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1.　研究会の趣旨
　地方部をめぐる言説の流通量は 2014 年度、そして 2015 年度の日本において大きく増
加した。その中心になったのが、「地方消滅」論（増田編著 2014、増田・富山 2015）と、 
それに続く内閣府による「地方創生」の推進である。これらをきっかけとして、増田ら
の議論を引用した多くの著作が出版された。出版された書籍の類型としては、「地方消
滅」論に真っ向から反論するもの（山下 2014、小田切 2014 など）、ビジネスの視点から
その実現をサポートしようとするもの（笹谷 2015、トーマツベンチャーサポート株式会
社ほか 2015 など）、上から押し付けられる「地方消滅 / 地方創生」に反論するもの（上念 
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Spitzer　2007：1）。」と定義されていること、そしてこのような動きがアメリカで登場
した背景を確認した。その上で、City Lore の活動やアメリカ民俗学によるハリケーン・ 
カトリーナの被災者に対する支援、そして、New York Folklore Society によって提供され


















　このような問題設定を行った上で第 1 回研究会を、2016 年 1 月 9 日に関西学院大学先
端社会研究所セミナールームにて開催した。研究会ではまず、「アメリカ民俗学の現状」
と題して、Utah State University の Associate Professor であり、アイダホ州 McCall で行われ
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